
事 務 連 絡 

令和５年７月 19 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その 53） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 
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                  事  務  連  絡 

令和５年７月 19 日  

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 53） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第 54 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和４年３月４日保医発 0304 第１号）等により、令和４年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義解釈資料を別添のとおり取りまとめたので、本事務連絡を確認の上、適切

に運用いただくようお願いします。  
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医－１ 

（別添） 

 

医科診療報酬点数表関係 

 

【特定集中治療室管理料】 

問１ 平成 26 年診療報酬改定における「疑義解釈資料の送付について

（その２）」（平成 26 年 4 月 4 日事務連絡）において、「特定集中治

療に習熟していることを証明する資料」について、「日本集中治療医

学会等の関係学会が行う特定集中治療に係る講習会を受講している

こと、および特定集中治療に係る専門医試験における研修を含むも

のとする。」とされているが、日本集中治療医学会が行う JICEC セミ

ナーは、特定集中治療に係る講習会に該当するか。 

（答） 

 該当する。ただし、他の講習等と組み合わせる場合を含め、実講義時

間として合計 30 時間以上であり、下記の内容を全て含む（講師として

の参加を含む。）ことを示す受講証明があること及び特定集中治療に係

る専門医試験における研修も行っていることが必要となる。 

なお、オンライン会議システムや e-learning 形式等を活用した研修

においては、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月

31 日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡）に示すオンライン会議シ

ステムを活用した実施に係る留意点を踏まえて実施する必要がある。 

 

・呼吸管理（気道確保、呼吸不全、重症肺疾患） 

・循環管理（モニタリング、不整脈、心不全、ショック、急性冠症候群） 

・脳神経管理（脳卒中、心停止後症候群、痙攣性疾患） 

・感染症管理（敗血症、重症感染症、抗菌薬、感染予防） 

・体液・電解質・栄養管理、血液凝固管理（播種性血管内凝固、塞栓血

栓症、輸血療法） 

・外因性救急疾患管理（外傷、熱傷、急性体温異常、中毒） 

・その他の集中治療管理（体外式心肺補助、急性血液浄化、鎮静/鎮痛

/せん妄） 

・生命倫理・終末期医療・医療安全 

全日本病院協会　医療行政情報 
https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



医－２ 

 

【注射薬】 

問２ マキュエイド眼注用 40mg の出荷停止に伴い、関係学会から、他

剤で代替できない患者に対しては、ケナコルト-A 筋注用関節腔内用

水懸注 40mg/1mL を代替品として使用するよう周知されているが、こ

れに従った場合において、代替薬の有無等を考慮の上、診療報酬明

細書の摘要欄に投与の理由を記載することにより、個々の症例ごと

の医学的判断に基づき診療報酬の算定の可否が判断されるのか。 

（答） 

 そのとおり。 
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